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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　直流電圧を、交流電動機を駆動するための交流電圧に変換するインバータと、
　前記インバータによって前記交流電動機に印加される矩形波電圧の電圧位相を変化する
ことによって前記交流電動機のトルクをトルク指令値に従って制御するための矩形波電圧
制御部とを備え、
　前記矩形波電圧制御部は、
　前記トルク指令値が減少する方向に変化したときにおける前記トルクが減少される方向
への前記電圧位相の変化量を、前記交流電動機のトルクが第１の領域にある場合には、前
記トルクが前記第１の領域よりも低トルクの第２の領域にある場合よりも大きくするよう
に構成され、
　前記矩形波電圧制御部は、
　前記交流電動機のトルクが前記第１の領域にある場合に前記トルク指令値が減少する方
向に変化したときに、前記トルクの増加側に設けられた前記電圧位相の上限値を、前記ト
ルクの最大値近傍の位相値である第１の値から第２の値に変化させるためのガード値設定
部と、
　前記電圧位相が前記ガード値設定部によって設定された前記上限値を超えないように制
限するためのガード処理部とを有し、
　前記矩形波電圧の位相が前記第２の値であるときの前記トルクは、前記電圧位相が前記
第１の値であるときの前記トルクよりも低い、交流電動機の制御装置。
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【請求項２】
　前記矩形波電圧制御部は、
　前記トルク指令値に対するトルク偏差のフィードバック制御によって前記電圧位相を制
御するためのフィードバック制御部をさらに有し、
　前記ガード処理部は、前記フィードバック制御部によって制御された前記電圧位相に対
して、前記上限値を超えないように前記電圧位相を制限する、請求項１記載の交流電動機
の制御装置。
【請求項３】
　前記第２の値は、今回の制御周期における前記トルク指令値に応じた位相値である、請
求項１または２に記載の交流電動機の制御装置。
【請求項４】
　交流電動機のトルク指令値を取得するステップと、
　前記交流電動機の前記トルク指令値に対するトルク偏差を取得するステップと、
　インバータによって前記交流電動機に印加される矩形波電圧の電圧位相を、前記トルク
偏差に基づいて制御するステップとを備え、
　前記制御するステップは、
　前記トルク指令値が減少する方向に変化したときにおけるトルクが減少される方向への
前記電圧位相の変化量を、前記交流電動機のトルクが第１の領域にある場合には、前記ト
ルクが前記第１の領域よりも低トルクの第２の領域にある場合よりも大きくするステップ
を含み、
　前記大きくするステップは、
　前記交流電動機のトルクが前記第１の領域にある場合に前記トルク指令値が減少する方
向に変化したときに、前記トルクの増加側に設けられた前記電圧位相の上限値を、前記ト
ルクの最大値近傍の位相値である第１の値から第２の値に変化させるステップと、
　前記電圧位相が前記上限値を超えないように制限するステップとを有し、
　前記電圧位相が前記第２の値であるときの前記トルクは、前記電圧位相が前記第１の値
であるときの前記トルクよりも低い、交流電動機の制御方法。
【請求項５】
　前記制御するステップは、
　前記トルク偏差のフィードバック制御によって前記電圧位相を制御するステップをさら
に含み、
　前記制限するステップは、前記フィードバック制御によって制御された前記電圧位相に
対して、前記上限値を超えないように前記電圧位相を制限する、請求項４記載の交流電動
機の制御方法。
【請求項６】
　前記第２の値は、今回の制御周期における前記トルク指令値に応じた位相値である、請
求項４または５に記載の交流電動機の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、交流電動機の制御装置および制御方法に関し、より特定的には、直流電圧
をインバータにより矩形波交流電圧に変換して交流電動機へ印加する電動機制御に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　直流電圧をインバータによって交流電圧に変換して交流電動機を駆動制御するシステム
が一般的に用いられている。このような交流電動機の制御において、インバータの出力電
圧の基本波成分を十分に高めるために、矩形波電圧を交流電動機へ印加する電動機制御が
用いられている。
【０００３】
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　たとえば、特開２０１０－１４８３３１号公報（特許文献１）には、交流電動機のトル
ク偏差に応じて矩形波電圧の位相を調整するフィードバック制御に対して、出力トルクの
特性線に基づくフィードフォワード制御を組み合わせることが記載されている。具体的に
は、モータの運転状態および矩形波電圧の電圧位相に対する出力トルクの特性線での接線
の傾きに基づいて、フィードフォワード制御による電圧位相変化量を演算することが記載
されている。
【０００４】
　また、電動機制御において、制御量の急激な変化を防止するためにガードを設けること
が知られている。たとえば、特開２０１０－０８１６５８号公報（特許文献２）の段落８
０，８１には、トルク指令値の変更が急激なものとならないように、予め設定されたトル
ク指令値増減率の範囲にトルク指令値の変更を制限するガード処理が記載されている。
【０００５】
　また、特開２０１０－１６６６３３号公報（特許文献３）には、インバータの出力電圧
の位相の遅角操作量を制限するガード処理、および、当該ガード処理によるトルク追従性
の低下を補償するための制御が記載されている。さらに、特開２０１０－０９８８７６号
公報（特許文献４）には、車両の変速要求に応じてインバータの直流リンク電圧に相当す
るシステム電圧の低減処理を許可するときに、予め設定された上限値にシステム電圧を低
減することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－１４８３３１号公報
【特許文献２】特開２０１０－０８１６５８号公報
【特許文献３】特開２０１０－１６６６３３号公報
【特許文献４】特開２０１０－０９８８７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１にも示されるように、矩形波電圧制御では、高トルク領域では電圧位相の変
化に対するトルクの変化量が小さくなる。特に、高トルク領域で動作する交流電動機のト
ルクを速やかに減少させる必要がある場合に、トルク指令値の変化に対するトルク追従性
を高めることが課題となる。また、トルク追従性を高めるための制御処理についても、簡
易な処理であることが好ましい。
【０００８】
　この発明は、このような問題点を解決するためになされたものであって、この発明の目
的は、簡易な制御によって、高トルク領域からトルクを減少させる際のトルク追従性を高
めることが可能な交流電動機制御を実現することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この発明のある局面では、交流電動機の制御装置は、インバータおよび矩形波電圧制御
部を含む。インバータは、直流電圧を、交流電動機を駆動するための交流電圧に変換する
ように構成される。矩形波電圧制御部は、インバータによって交流電動機に印加される矩
形波電圧の位相を変化することによって交流電動機のトルクをトルク指令値に従って制御
するように構成される。さらに、矩形波電圧制御部は、トルク指令値が減少する方向に変
化したときにおけるトルクが減少される方向への位相の変化量を、交流電動機のトルクが
第１の領域にある場合には、トルクが第１の領域よりも低トルクの第２の領域にある場合
によりも大きくする。
【００１０】
　好ましくは、矩形波電圧制御部は、フィードバック制御部および修正部を含む。フィー
ドバック制御部は、トルク指令値に対するトルク偏差のフィードバック制御によって位相
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を制御するように構成される。修正部は、交流電動機のトルクが第１の領域にある場合に
トルク指令値が減少する方向に変化したときに、フィードバック制御部によって制御され
た位相を、トルクが減少する方向に修正するように構成される。
【００１１】
　さらに好ましくは、修正部は、ガード値設定部およびガード処理部を有する。ガード値
設定部は、交流電動機のトルクが第１の領域にある場合にトルク指令値が減少する方向に
変化したときに、トルクの増加側に設けられた位相の上限値を、トルクの最大値近傍の位
相値である第１の値から第２の値に変化させるように構成される。ガード処理部は、位相
が、ガード値設定部によって設定された上限値を超えないように制限するように構成され
る。そして、位相が第２の値であるときのトルクは、位相が第１の値であるときのトルク
よりも低い。
【００１２】
　さらに好ましくは、第２の値は、今回の制御周期おけるトルク指令値に応じた位相値で
ある。
【００１３】
　この発明の他の局面では、交流電動機の制御方法であって、交流電動機のトルク指令値
を取得するステップと、交流電動機のトルク指令値に対するトルク偏差を取得するステッ
プと、インバータによって交流電動機に印加される矩形波電圧の位相を、トルク偏差に基
づいて制御するステップとを含む。制御するステップは、トルク指令値が減少する方向に
変化したときにおけるトルクが減少される方向への位相の変化量を、交流電動機のトルク
が第１の領域にある場合には、トルクが第１の領域よりも低トルクの第２の領域にある場
合によりも大きくするステップを含む。
【００１４】
　好ましくは、制御するステップは、トルク偏差のフィードバック制御によって位相を制
御するステップをさらに含む。大きくするステップは、交流電動機のトルクが第１の領域
にある場合にトルク指令値が減少する方向に変化したときに、制御するステップによって
制御された位相を、トルクが減少する方向に修正するステップを有する。
【００１５】
　さらに好ましくは、修正するステップは、交流電動機のトルクが第１の領域にある場合
にトルク指令値が減少する方向に変化したときに、トルクの増加側に設けられた位相の上
限値を、トルクの最大値近傍の位相値である第１の値から第２の値に変化させるステップ
と、位相が上限値を超えないように制限するステップとを有する。そして、位相が第２の
値であるときのトルクは、位相が第１の値であるときのトルクよりも低い。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明によれば、簡易な制御によって、高トルク領域からトルクを減少させる際のト
ルク追従性を高めることが可能な交流電動機制御を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施の形態に従う交流電動機の制御装置が適用される電動機制御システ
ムの概略構成構成図である。
【図２】図１に示した電動機制御システムのインバータにおける電力変換に用いられる制
御モードを説明する概念図である。
【図３】矩形波電圧制御での電圧位相とトルクとの対応関係を示す概念図である。
【図４】トルク演算式に従った出力トルク特性線を示す概念図である。
【図５】高トルク領域と非高トルク領域との間でトルクを変化させる場合の制御応答性を
説明するための概念的な波形図である。
【図６】回転速度およびシステム電圧に対する最大トルク値の特性を示す概念図である。
【図７】本発明の実施の形態に従う交流電動機の制御装置による矩形波制御の機能ブロッ
ク図である。
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【図８】本実施の形態に従う矩形波電圧制御の制御処理手順を説明するフローチャートで
ある。
【図９】位相上限値を変化させた際の電圧位相の制御を説明するための概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　（全体構成）
　図１は、本発明の実施の形態に従う交流電動機の制御装置が適用されるモータ駆動シス
テムの概略構成構成図である。
【００１９】
　図１を参照して、電動機制御システム１００は、直流電圧発生部１０♯と、平滑コンデ
ンサＣ０と、インバータ１４と、制御装置３０と、交流電動機Ｍ１とを備える。
【００２０】
　交流電動機Ｍ１は、たとえば、ハイブリッド自動車または電気自動車等の電動車両の駆
動輪を駆動するためのトルクを発生する駆動用電動機である。すなわち、本実施の形態で
は、電動車両は、エンジンを搭載しない電気自動車を含め、車輪駆動力発生用の電動機を
搭載する車両全般を含むものである。なお、交流電動機Ｍ１は、一般的には、電動機およ
び発電機の機能を併せ持つように構成される。また、この交流電動機Ｍ１は、ハイブリッ
ド自動車では、エンジンにて駆動される発電機の機能を持つように構成されてもよい。さ
らに、交流電動機Ｍ１は、エンジンに対して電動機として動作し、たとえば、エンジン始
動を行ない得るようなものとしてハイブリッド自動車に組み込まれるようにしてもよい。
【００２１】
　直流電圧発生部１０♯は、直流電源Ｂと、システムリレーＳＲ１，ＳＲ２と、平滑コン
デンサＣ１と、コンバータ１２とを含む。
【００２２】
　直流電源Ｂは、ニッケル水素またはリチウムイオン等の二次電池、燃料電池や電気二重
層キャパシタ、あるいは、これらの組合せから成る。直流電源Ｂに設けられたセンサ１０
によって、直流電源Ｂの電圧（Ｖｂ）、電流および温度が検知される。センサ１０による
検出値は、制御装置３０へ出力される。
【００２３】
　システムリレーＳＲ１は、直流電源Ｂの正極端子および電力線６との間に接続され、シ
ステムリレーＳＲ２は、直流電源Ｂの負極端子および電力線５の間に接続される。システ
ムリレーＳＲ１，ＳＲ２は、制御装置３０からの信号ＳＥによりオン／オフされる。平滑
コンデンサＣ１は、電力線６および電力線５の間に接続される。電力線６および電力線５
の間の直流電圧ＶＬは、電圧センサ１１によって検出される。電圧センサ１１による検出
値は、制御装置３０へ送出される。
【００２４】
　コンバータ１２は、リアクトルＬ１と、電力用半導体スイッチング素子Ｑ１，Ｑ２と、
ダイオードＤ１，Ｄ２とを含む。
【００２５】
　電力用半導体スイッチング素子Ｑ１およびＱ２は、電力線７および電力線５の間に直列
に接続される。電力用半導体スイッチング素子Ｑ１およびＱ２のオン・オフは、制御装置
３０からのスイッチング制御信号Ｓ１およびＳ２によって制御される。
【００２６】
　この発明の実施の形態において、電力用半導体スイッチング素子（以下、単に「スイッ
チング素子」と称する）としては、ＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor）、
電力用ＭＯＳ（Metal Oxide Semiconductor）トランジスタあるいは、電力用バイポーラ
トランジスタ等を用いることができる。スイッチング素子Ｑ１，Ｑ２に対しては、逆並列
ダイオードＤ１，Ｄ２が配置されている。
【００２７】
　リアクトルＬ１は、スイッチング素子Ｑ１およびＱ２の接続ノードと電力線６の間に接
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続される。また、平滑コンデンサＣ０は、電力線７および電力線５の間に接続される。
【００２８】
　インバータ１４は、電力線７および電力線５の間に並列に設けられる、Ｕ相アーム１５
と、Ｖ相アーム１６と、Ｗ相アーム１７とから成る。各相アームは、電力線７および電力
線５の間に直列接続されたスイッチング素子から構成される。たとえば、Ｕ相アーム１５
は、スイッチング素子Ｑ３，Ｑ４から成り、Ｖ相アーム１６は、スイッチング素子Ｑ５，
Ｑ６から成り、Ｗ相アーム１７は、スイッチング素子Ｑ７，Ｑ８から成る。また、スイッ
チング素子Ｑ３～Ｑ８に対して、逆並列ダイオードＤ３～Ｄ８がそれぞれ接続されている
。スイッチング素子Ｑ３～Ｑ８のオン・オフは、制御装置３０からのスイッチング制御信
号Ｓ３～Ｓ８によって制御される。
【００２９】
　各相アームの中間点は、交流電動機Ｍ１の各相コイルの各相端に接続されている。代表
的には、交流電動機Ｍ１は、３相の永久磁石モータであり、Ｕ，Ｖ，Ｗ相の３つのコイル
の一端が中点に共通接続されて構成される。さらに、各相コイルの他端は、各相アーム１
５～１７のスイッチング素子の中間点と接続されている。
【００３０】
　コンバータ１２は、基本的には、各スイッチング周期内でスイッチング素子Ｑ１および
Ｑ２が相補的かつ交互にオン・オフするように制御される。コンバータ１２は、昇圧動作
時には、直流電源Ｂから供給された直流電圧ＶＬを直流電圧ＶＨ（インバータ１４への入
力電圧に相当するこの直流電圧を、以下「システム電圧」とも称する）へ昇圧する。この
昇圧動作は、スイッチング素子Ｑ２のオン期間にリアクトルＬ１に蓄積された電磁エネル
ギを、スイッチング素子Ｑ１および逆並列ダイオードＤ１を介して、電力線７へ供給する
ことにより行なわれる。
【００３１】
　また、コンバータ１２は、降圧動作時には、直流電圧ＶＨを直流電圧ＶＬに降圧する。
この降圧動作は、スイッチング素子Ｑ１のオン期間にリアクトルＬ１に蓄積された電磁エ
ネルギを、スイッチング素子Ｑ２および逆並列ダイオードＤ２を介して、電力線６へ供給
することにより行なわれる。これらの昇圧動作または降圧動作における電圧変換比（ＶＨ
およびＶＬの比）は、上記スイッチング周期に対するスイッチング素子Ｑ１，Ｑ２のオン
期間比（デューティ比）により制御される。なお、スイッチング素子Ｑ１およびＱ２をオ
ンおよびオフにそれぞれ固定すれば、ＶＨ＝ＶＬ（電圧変換比＝１．０）とすることもで
きる。
【００３２】
　平滑コンデンサＣ０は、電力線７上の直流電圧を平滑化する。電圧センサ１３は、平滑
コンデンサＣ０の両端の電圧、すなわち、システム電圧ＶＨを検出し、その検出値を制御
装置３０へ出力する。
【００３３】
　インバータ１４は、交流電動機Ｍ１のトルク指令値が正（Ｔｒｑｃｏｍ＞０）の場合に
は、制御装置３０からのスイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８に応答したスイッチング素子Ｑ
３～Ｑ８のスイッチング動作によって、電力線７上の直流電圧を交流電圧に変換して正の
トルクを出力するように交流電動機Ｍ１を駆動する。また、インバータ１４は、交流電動
機Ｍ１のトルク指令値が零の場合（Ｔｒｑｃｏｍ＝０）には、スイッチング制御信号Ｓ３
～Ｓ８に応答したスイッチング動作により、直流電圧を交流電圧に変換してトルクが零に
なるように交流電動機Ｍ１を駆動する。これにより、交流電動機Ｍ１は、トルク指令値Ｔ
ｒｑｃｏｍによって指定された零または正のトルクを発生するように駆動される。
【００３４】
　さらに、電動機制御システム１００が搭載された電動車両の回生制動時には、交流電動
機Ｍ１のトルク指令値Ｔｒｑｃｏｍは負に設定される（Ｔｒｑｃｏｍ＜０）。この場合に
は、インバータ１４は、スイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８に応答したスイッチング動作に
より、交流電動機Ｍ１が発電した交流電圧を直流電圧に変換し、その変換した直流電圧（
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システム電圧）を平滑コンデンサＣ０を介してコンバータ１２へ供給する。なお、ここで
言う回生制動とは、電動車両を運転するドライバーによるフットブレーキ操作があった場
合の回生発電を伴う制動や、フットブレーキを操作しないものの、走行中にアクセルペダ
ルをオフすることで回生発電をさせながら車両を減速（または加速の中止）させることを
含む。
【００３５】
　電流センサ２４は、交流電動機Ｍ１に流れる電流（相電流）を検出し、その検出値を制
御装置３０へ出力する。なお、三相電流ｉｕ，ｉｖ，ｉｗの瞬時値の和は零であるので、
図１に示すように２相分のモータ電流（たとえば、Ｖ相電流ｉｖおよびＷ相電流ｉｗ）を
検出するように配置してもよい。
【００３６】
　回転角センサ（レゾルバ）２５は、交流電動機Ｍ１のロータ回転角ＡＮＧを検出し、そ
の検出した回転角ＡＮＧを制御装置３０へ送出する。制御装置３０では、回転角ＡＮＧに
基づき交流電動機Ｍ１の回転速度および回転周波数ωｅを算出できる。なお、回転角セン
サ２５については、回転角ＡＮＧを制御装置３０にてモータ電圧や電流から直接演算する
ことによって、配置を省略してもよい。
【００３７】
　制御装置３０は、電子制御ユニット（ＥＣＵ）により構成され、予め記憶されたプログ
ラムを図示しないＣＰＵ（Central　Processing　Unit）で実行することによるソフトウ
ェア処理および／または専用の電子回路によるハードウェア処理により、電動機制御シス
テム１００の動作を制御する。
【００３８】
　代表的な機能として、制御装置３０は、センサ１０による検出値、トルク指令値Ｔｒｑ
ｃｏｍ、電圧センサ１１によって検出された直流電圧ＶＬ、電圧センサ１３によって検出
されたシステム電圧ＶＨおよび電流センサ２４によって検出されるモータ電流ｉｖ，ｉｗ
、回転角センサ２５からの回転角ＡＮＧ等に基づいて、コンバータ１２およびインバータ
１４の動作を制御する。すなわち、コンバータ１２およびインバータ１４を上記のように
制御するためのスイッチング制御信号Ｓ１～Ｓ８を生成して、コンバータ１２およびイン
バータ１４へ出力する。
【００３９】
　具体的には、制御装置３０は、システム電圧ＶＨをフィードバック制御し、システム電
圧ＶＨが電圧指令値に一致するようにスイッチング制御信号Ｓ１，Ｓ２を生成する。また
、制御装置３０は、後述する制御方式により交流電動機Ｍ１がトルク指令値Ｔｒｑｃｏｍ
に従ったトルクを出力するように、スイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８を生成してインバー
タ１４へ出力する。さらに、制御装置３０は、電動機制御システム１００の起動／停止に
応答して、システムリレーＳＲ１，ＳＲ２のオンオフを制御する。
【００４０】
　（制御構成）
　次に、制御装置３０によって制御される、インバータ１４における電力変換について詳
細に説明する。
【００４１】
　図２に示すように、本発明の実施の形態による交流電動機制御では、インバータ１４に
おける電力変換について３つの制御モードを切換えて使用する。
【００４２】
　正弦波ＰＷＭ制御は、一般的なＰＷＭ制御として用いられるものであり、各相アームに
おけるスイッチング素子のオン・オフを、正弦波状の電圧指令値と搬送波（代表的には三
角波）との電圧比較に従って制御する。この結果、上アーム素子のオン期間に対応するハ
イレベル期間と、下アーム素子のオン期間に対応するローレベル期間との集合について、
一定期間内でその基本波成分が正弦波となるようにデューティ比が制御される。周知のよ
うに、正弦波ＰＷＭ制御では、交流電動機Ｍ１に印加される線間電圧の基本波成分（実効
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値）をインバータ入力電圧の０．６１倍程度までしか高めることができない。以下、本明
細書では、インバータ１４の直流リンク電圧（すなわち、システム電圧ＶＨ）に対する交
流電動機Ｍ１の線間電圧の基本波成分（実効値）の比を「変調率」と称することとする。
【００４３】
　一方、矩形波電圧制御では、上記一定期間内で、ハイレベル期間およびローレベル期間
の比が１：１の矩形波１パルス分を交流電動機Ｍ１に印加する。これにより、変調率は０
．７８まで高められる。
【００４４】
　過変調ＰＷＭ制御は、電圧指令の振幅が搬送波振幅より大きい範囲で上記正弦波ＰＷＭ
制御と同様のＰＷＭ制御を行なうものである。特に、電圧指令を本来の正弦波波形から歪
ませることによって基本波成分を高めることができ、変調率を正弦波ＰＷＭ制御モードで
の最高変調率から０．７８の範囲まで高めることができる。
【００４５】
　交流電動機Ｍ１では、回転速度や出力トルクが増加すると誘起電圧が高くなるため、必
要となる駆動電圧（モータ必要電圧）が高くなる。コンバータ１２による昇圧電圧すなわ
ち、システム電圧ＶＨはこのモータ必要電圧よりも高く設定する必要がある。その一方で
、コンバータ１２による昇圧電圧すなわち、システム電圧ＶＨには限界値（ＶＨ最大電圧
）が存在する。
【００４６】
　したがって、交流電動機Ｍ１の動作状態に応じて、モータ電流のフィードバックによっ
てモータ印加電圧（交流）の振幅および位相を制御する、正弦波ＰＷＭ制御または過変調
ＰＷＭ制御によるＰＷＭ制御モード、および、矩形波電圧制御モードのいずれかが選択的
に適用される。なお、矩形波電圧制御では、モータ印加電圧の振幅が固定されるため、ト
ルク実績値とトルク指令値との偏差に基づく、矩形波電圧パルスの位相制御によってトル
ク制御が実行される。
【００４７】
　図３は、矩形波電圧制御における電圧位相θｖと出力トルクとの対応関係を示す概念図
である。
【００４８】
　図３を参照して、一般的には、正トルク発生時（Ｔｑｃｏｍ＞０）には、トルク不足時
には電圧位相θｖを進める一方で、トルク過剰時には電圧位相θｖを遅らせるように、ト
ルク偏差に応じて電圧位相θｖは制御される。これに対して、負トルク発生時（Ｔｑｃｏ
ｍ＜０）には、トルク不足時には電圧位相θｖを遅らせる一方で、トルク過剰時には電圧
位相θｖを進めるように、トルク偏差に応じて電圧位相θｖが制御される。
【００４９】
　ここで、図３に示した電圧位相に対する交流電動機の出力トルク特性について説明する
。
【００５０】
　モータ運転状態を反映した出力トルク特性は、以下に説明するトルク演算式によって把
握される。一般に知られているように、永久磁石型同期電動機におけるｄ軸およびｑ軸上
での電圧方程式およびトルク式は、下記（１）～（３）式で示される。
【００５１】
【数１】

【００５２】
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（１），（２）式において、Ｒａは電機子巻線抵抗を示し、Ψは永久磁石の電機子鎖交磁
束数を示し、Ｐは交流電動機Ｍ１の極対数を示す。また、ωは交流電動機Ｍ１の電気角速
度を示している。電気角速度ωは、モータ回転速度Ｎｍ（ｒｐｍ）を用いて、ω＝２π・
（Ｎｍ／６０）・Ｐ）で求めることができる。
【００５３】
　なお、巻線抵抗に依存する電圧成分はごく低速領域で寄与し、回転速度上昇に従いそれ
以外の成分が支配的になる。このため、矩形波電圧制御が高速度域で適用されることを考
慮すると、（１），（２）式での巻線抵抗成分は無視できる。このため、上記（１），（
２）式は、矩形波電圧制御適用時には、下記（４），（５）式で示される。
【００５４】
【数２】

【００５５】
　さらに、矩形波電圧制御時には、ｄ軸電圧およびｑ軸電圧で示されるモータ印加電圧（
線間電圧）の基本波成分が、システム電圧ＶＨの０．７８倍となることを考慮すると、（
４）式，（５）式を、上記（３）式に適用することによって、矩形波電圧の電圧位相θと
交流電動機Ｍ１の出力トルクＴとの間の関係を示すトルク演算式（６）を得ることができ
る。
【００５６】
【数３】

【００５７】
　（６）式から理解されるように、モータ運転状態を示すモータ変数ＶＨ，ω（Ｎｍ）を
トルク演算式に代入することにより、現在の運転状態における、電圧位相θとトルクＴと
の関係が、マップ参照することなく、演算により求められることになる。なお、（６）式
中において、ψは交流電動機Ｍ１の逆起電圧係数を示す。また、定数項Ｋａ，Ｋｂは、モ
ータ定数として予め固定されるので、上記（６）式は、下記（７）式のように変形できる
。すなわち、（６），（７）式は、モータ変数ＶＨ，ωおよび電圧位相θを変数とするト
ルク演算式となっている。すなわち、出力可能な最大トルク値は、モータ変数ＶＨ，ωに
依存する。
【００５８】
【数４】

【００５９】
　図４には、（６），（７）式のトルク演算式に従って電圧位相θｖとトルクとの関係を
図示する出力トルク特性線が示される。（６），（７）式から理解されるとおり、電圧位
相θの三角関数（ｓｉｎ）に従ってトルクＴが変化するため、高トルク領域、すなわち、
電圧位相θが大きい領域では、電圧位相θｖの変化に対するトルクＴの変化が小さくなる
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。
【００６０】
　図４を参照して、トルクがＴ３のときの電圧位相θｖ＝θ３であり、トルクがＴ１のと
きの電圧位相θｖ＝θ１であるものとする。そして、θ２は、θ１およびθ３の平均値に
相当するものとする（すなわち、θ３－θ２＝θ２－θ１）。
【００６１】
　ここで、トルクがＴ１の状態（非高トルク領域）において、トルク指令値がＴ３に変化
したときに、正のトルク偏差（Ｔ３－Ｔ１）に対するフィードバック制御によって、電圧
位相θｖがθ１からθ２に変更されたものとする。このとき、トルクはＴ１からＴ２へ増
加するので、トルク指令値Ｔ３に近付いている。
【００６２】
　一方で、トルクがＴ３の状態（高トルク領域）で、トルク指令値がＴ１に変化したとき
に、上記と共通のフィードバック制御を行うと、絶対値が同一の負のトルク偏差（Ｔ１－
Ｔ３）に対して、電圧位相θｖについて、上記と同一量であって、反対方向の変化量が演
算される。これにより、電圧位相θｖがθ３からθ２に変更されることによって、トルク
はＴ３からＴ２へ減少する。しかしながら、このトルク減少量はトルク指令値（Ｔ１）に
対しては不十分であることが理解される。
【００６３】
　図５には、高トルク領域と非高トルク領域（通常領域）との間でトルクを変化させる場
合の制御応答性を説明するための概念的な波形図が示される。
【００６４】
　図５を参照して、時刻ｔａまでの間、トルク指令値Ｔｑｃｏｍ＝Ｔ１に設定される。お
して、交流電動機Ｍ１に対して高トルクを要求する事象の発生に応じて、時刻ｔａからト
ルク指令値Ｔｑｃｏｍが上昇される。この際に、トルク指令値Ｔｑｃｏｍの変化レート（
時間変化率）には、一定の制限が設けられることが一般的である。このため、トルク指令
値Ｔｑｃｏｍは、この制限レート（上限）に従って、Ｔ１からＴ３まで上昇する。
【００６５】
　トルク指令値Ｔｑｃｏｍは、時刻ｔｂまでの間Ｔ３に維持される。そして、時刻ｔｂに
おいて、高トルクを要求する事象の終了に応じて、トルク指令値ＴｑｃｏｍがＴ３からＴ
１まで減少される。たとえば、この事象は、ハイブリッド自動車におけるエンジン始動処
理に相当する。
【００６６】
　時刻ｔａ以降では、非高トルク領域から、トルク指令値Ｔｑｃｏｍが上昇する。非高ト
ルク領域では、トルク偏差に基づくフィードバック制御によって電圧位相を変化させる際
に、電圧位相の変化に対するトルク変化量がある程度確保できる。したがって、トルクを
Ｔ１から上昇させる場合には、トルク指令値Ｔｑｃｏｍの上昇に追従するように、トルク
実績値Ｔｑを制御することができる。
【００６７】
　これに対して、時刻ｔｂ以降では、高トルク領域から、トルク指令値Ｔｑｃｏｍが低下
する。高トルク領域では、フィードバック制御によって電圧位相を変化させる際に、電圧
位相の変化に対するトルク変化量が相対的に小さくなる。したがって、トルクをＴ３から
低下させる場合には、トルク実績値Ｔｑは、トルク指令値Ｔｑｃｏｍの変化に対して十分
に追従できない。なお、フィードバック制御のゲインを高めると制御応答性が向上するが
、その反面、制御が過敏になることによって制御安定性が低下する虞がある。したがって
、高トルク領域での制御応答性を優先してゲインを決定すると、通常時（非高トルク領域
）における制御安定性が低下する虞がある。
【００６８】
　ここで、高トルク領域は、図４に示した出力トルク特性線における接線の傾きに従って
、たとえば、電圧位相に基づいて定義できる。すなわち、電圧位相の閾値θｔｈを予め定
めることにより、θｖ＞θｔｈの領域を「高トルク領域」とし、θｖ≦θｔｈの領域を「
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非高トルク領域」とすることができる。閾値θｔｈについては、固定値であってもよいし
、モータ状態（たとえば、ω（Ｎｍ）またはＶＨ）に応じて可変に設定してもよい。
【００６９】
　あるいは、現在のモータ状態（ＶＨ，ω）における出力可能な最大トルク値Ｔｍａｘに
対する、現在のトルク比率ｋｔｑ（たとえば、ｋｔｑ＝Ｔｑ／Ｔｍａｘ）に基づいて「高
トルク領域」を定義してもよい。このときには、トルク比率ｋｔｑについて閾値ｋｔｈを
予め定めることにより、ｋｔｑ＞ｋｔｈの領域を「高トルク領域」とし、ｋｔｑ≦ｋｔｈ
の領域を「非高トルク領域」とすることができる。閾値ｋｔｈについても、一定値として
もよく、可変値としてもよい。
【００７０】
　図６には、回転速度Ｎｍおよびシステム電圧ＶＨに対する最大トルク値Ｔｍａｘの特性
が概念的に示される。
【００７１】
　図６を参照して、概略的には、システム電圧ＶＨが高いほど、最大トルク値Ｔｍａｘは
大きくなる。また、同一のシステム電圧ＶＨの下では、回転速度Ｎｍが高くなる程、最大
トルク値Ｔｍａｘは小さくなる。また、構成部品の耐久性等の観点から、回転速度Ｎｍに
も上限値が存在する。同様に、スイッチング素子等の上限電流値に従って、最大トルク値
Ｔｍａｘの上限値が存在することが理解される。
【００７２】
　図６に示されるように、現在のモータ状態（ＶＨ，ω）に基づいて最大トルク値Ｔｍａ
ｘを求めることができるとともに、現在のトルクＴとの比を算出することによって、トル
ク比率ｋｔｑを算出することができる。
【００７３】
　本発明の実施の形態による交流電動機の制御装置では、高トルク領域からトルクを低下
させる場合の制御応答性を確保することが図られる。
【００７４】
　図７は、本発明の実施の形態１に従う交流電動機の制御装置による矩形波制御の機能ブ
ロック図である。図７中の各機能ブロックについては、制御装置３０によって実行される
所定プログラムおよび／または制御装置３０内の電子回路（ハードウェア）による制御演
算処理によって実現されるものとする。そして、矩形波電圧制御モードの選択時には、図
７に従う矩形波電圧制御が所定の制御周期毎に実行される。
【００７５】
　図７を参照して、矩形波電圧制御部４００は、電力演算部４１０と、トルク演算部４２
０と、偏差演算部４２５と、フィードバック制御部４３０と、ガード処理部４４０と、ガ
ード値設定部４５０と、矩形波発生器４６０と、信号発生部４７０とを含む。
【００７６】
　電力演算部４１０は、電流センサ２４によるＶ相電流ｉｖおよびＷ相電流ｉｗから求め
られる各相電流と、各相（Ｕ相，Ｖ相、Ｗ相）電圧Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗとにより、下記（８
１）式に従ってモータへの供給電力（モータ電力）Ｐｍｔを算出する。
【００７７】
　Ｐｍｔ＝ｉｕ・Ｖｕ＋ｉｖ・Ｖｖ＋ｉｗ・Ｖｗ　…（８）
　トルク演算部４２０は、電力演算部４１０によって求められたモータ電力Ｐｍｔおよび
回転角センサ２５によって検出される交流電動機Ｍ１の回転角ＡＮＧから算出される角速
度ωを用いて、下記（９）式に従ってトルク実績値Ｔｑを算出する。
【００７８】
　Ｔｑ＝Ｐｍｔ／ω　…（９）
　なお、トルク実績値Ｔｑについては、上記電力演算部４１０およびトルク演算部４２０
による推定手法に限定されるものではなく、任意の手法によって求めることが可能である
点を確認的に記載する。あるいは、電力演算部４１０およびトルク演算部４２０に代えて
トルクセンサを配置することによって、トルク実績値Ｔｑを求めてもよい。
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【００７９】
　偏差演算部４２５は、トルク実績値Ｔｑおよびトルク指令値Ｔｑｃｏｍに従って、トル
ク偏差ΔＴｑ（ΔＴｑ＝Ｔｑｃｏｍ－Ｔｑ）を演算する。
【００８０】
　フィードバック制御部４３０は、トルク偏差ΔＴｑに基づく制御演算、代表的には、下
記（１０）式に従う比例積分（ＰＩ）演算に基づいて、矩形波電圧位相のフィードバック
制御量θｆｂを算出する。本実施の形態において、フィードバックゲインＫｐ，Ｋｉは、
通常時（非高トルク領域）での制御安定性を優先して設定することが好ましい。
【００８１】
　　θｆｂ＝Ｋｐ・ΔＴｑ＋Σ（Ｋｉ・ΔＴｑ）　　　　…（１０）
　ΔＴｑ＞０のとき、すなわち、正トルクでのトルク不足時、および、負トルクでのトル
ク過剰時には、電圧位相を進めるように（図３，４においてθｖを右方向に変化）フィー
ドバック制御量θｆｂが演算されることが理解される。反対に、ΔＴｑ＜０のとき、すな
わち、正トルクでのトルク過剰時、および、負トルクでのトルク不足時には、電圧位相を
遅らせるように（図３，４においてθｖを左方向に変化）フィードバック制御量θｆｂが
演算される。
【００８２】
　ガード値設定部４５０は、前回の制御周期における電圧位相θｖと、トルク指令値Ｔｑ
ｃｏｍとに基づいて、位相上限値θｍａｘを設定する。位相上限値θｍａｘは、トルク（
絶対値）が増加する側の上限値として設けられる。
【００８３】
　ガード値設定部４５０は、交流電動機Ｍ１が高トルク領域であって、かつ、トルク指令
値Ｔｑｃｏｍが前回の制御周期よりも減少しているとき（以下では、「トルク減少指令時
」とも称する）、位相上限値θｍａｘをデフォルト値θ０よりもトルク減少側の位相値θ
ｍに変化させる。反対に、ガード値設定部４５０は、交流電動機Ｍ１が非高トルク領域の
場合、または、高トルク領域であってもトルク指令値が減少していないときには、位相上
限値θｍａｘをデフォルト値θ０に設定する。
【００８４】
　位相上限値θｍａｘのデフォルト値θ０は、最大トルク値Ｔｍａｘに対応する電圧位相
の最大値近傍に決定される。たとえば、この最大値に対して少しマージンを有するように
、デフォルト値θ０が設定される。θ０は、位相上限値θｍａｘについての「第１の値」
に対応する。
【００８５】
　変更時の位相値θｍは、好ましくは、現在の制御周期におけるトルク指令値Ｔｑｃｏｍ
に応じて設定される。上記（６），（７）式のトルク演算式から理解されるように、交流
電動機Ｍ１の出力トルクは、交流電動機の状態（システム電圧ＶＨ、回転速度Ｎｍ（角速
度ω）および電圧位相θｖに応じて変化する。したがって、上記トルク演算式の逆関数の
概略的な解の集合として、交流電動機の状態を示す変数（ＶＨ，Ｎｍ）およびトルク指令
値Ｔｑｃｏｍの組み合わせに対して、トルク指令値Ｔｑｃｏｍに対応する位相値θｍを定
めるマップを予め作成しておくことができる。そして、ガード値設定部４５０は、当該マ
ップの参照によって、位相上限値θｍａｘをデフォルト値θ０から変更する際の位相値θ
ｍを設定することができる。θｍは、位相上限値θｍａｘについての「第２の値」に対応
する。
【００８６】
　ガード処理部４４０は、電圧位相θｖがガード値設定部４５０によって設定された位相
上限値θｍａｘを超えないように制限するためのガード処理を実行する。ガード処理部４
４０は、フィードバック制御量θｆｂが位相上限値θｍａｘを超える場合には、θｖ＝θ
ｍａｘに設定する。一方で、θｆｂ＜θｍａｘの場合には、θｖ＝θｆｂに設定される。
このように、ガード処理部４４０およびガード値設定部４５０によって、「修正部」の機
能が実現される。
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【００８７】
　なお、最終的な電圧位相θｖを設定する際には、位相上限値θｍａｘによるガード処理
の他に、制御周期間での変化量（すなわち、時間変化レート）に対する上限ガード値（以
下、位相変化上限レートとも称する）が設けられてもよい。この場合には、位相変化上限
レートを超えないようにさらに制限されて、電圧位相θｖが決定される。
【００８８】
　矩形波発生器４６０は、ガード処理後の電圧位相θｖに基づいて、各相電圧指令値（矩
形波パルス）Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗを発生する。信号発生部４７０は、各相電圧指令値Ｖｕ，
Ｖｖ，Ｖｗに従ってスイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８を発生する。インバータ１４がスイ
ッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８に従ったスイッチング動作を行なうことにより、電圧位相θ
ｖに従った矩形波電圧が、モータの各相電圧として印加される。
【００８９】
　図８は、図７に示した実施の形態１に従う矩形波電圧制御を実現するための制御処理手
順を説明するフローチャートである。矩形波電圧制御モードの選択時に、図７に示す制御
処理は、制御装置３０によって所定周期毎に繰り返し実行される。すなわち、図７を始め
とする各フローチャートの各ステップの制御処理は、制御装置３０によって実行される所
定プログラムおよび／または制御装置３０内の電子回路（ハードウェア）による制御演算
処理によって実現されるものとする。
【００９０】
　図８を参照して、制御装置３０は、ステップＳ１００により、今回の制御周期における
トルク指令値Ｔｑｃｏｍを読込む。そして、制御装置３０は、ステップＳ１１０により、
現在のトルク実績値Ｔｑを取得する。トルク実績値Ｔｑは、図７に示すように、電力演算
に基づいて推定することができる。ステップＳ１１０による制御処理は、図７の電力演算
部４１０およびトルク演算部４２０の機能に対応する。なお、電力演算とは異なる手法に
よってトルク実績値Ｔｑを推定してもよい。あるいは、トルクセンサの出力値に基づいて
トルク実績値Ｔｑを取得してもよい。
【００９１】
　制御装置３０は、ステップＳ１２０により、トルク偏差ΔＴｑを演算する。ステップＳ
１２０による制御処理は、図７の偏差演算部４２５の機能に対応する。
【００９２】
　さらに、制御装置３０は、ステップＳ１３０において、トルク偏差ΔＴｑに基づくフィ
ードバック演算によってフィードバック制御量θｆｂを算出する。ステップＳ１３０によ
る制御処理は、図７のフィードバック制御部４３０の機能に対応する。
【００９３】
　制御装置３０は、ステップＳ１５０～Ｓ１８０により、位相上限値θｍａｘを設定する
。すなわち、ステップＳ１５０～Ｓ１８０による制御処理は、図７のガード値設定部４５
０の機能に対応する。
【００９４】
　制御装置３０は、ステップＳ１５０により、交流電動機Ｍ１が高トルク領域にあるかど
うかを判定する。ステップＳ１５０での判定は、上述のように、電圧位相θｖまたはトル
ク比率ｋｔｑに基づいて実行できる。具体的には、前回の制御周期における電圧位相θｖ
と予め定められた閾値θｔｈとの比較、または、ステップＳ１１０で取得されたトルク実
績値Ｔｑに基づくトルク比率ｋｔｑと、予め定められた閾値ｋｔｈとの比較によって、高
トルク領域であるか否かを判定することができる。
【００９５】
　制御装置３０は、高トルク領域と判定されたとき（Ｓ１５０のＹＥＳ判定時）には、ス
テップＳ１６０に処理を進める。制御装置３０は、ステップＳ１６０では、前回の制御周
期と今回の制御周期との間でトルク指令値Ｔｑｃｏｍを比較することにより、トルク指令
値が減少方向に変化しているかどうかを判定する。
【００９６】
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　制御装置３０は、通常時、具体的には、高トルク領域でないとき（Ｓ１５０のＮＯ判定
時）、または、高トルク領域であってもトルク指令値が減少していないとき（Ｓ１６０の
ＮＯ判定時）には、制御装置３０は、ステップＳ１８０に処理を進めて、位相上限値θｍ
ａｘをデフォルト値θ０に設定する。
【００９７】
　一方で、制御装置３０は、高トルク領域であって（Ｓ１５０のＹＥＳ判定時）、かつ、
トルク指令値が減少しているとき（Ｓ１６０のＹＥＳ判定時）に限って、ステップＳ１７
０に処理を進める。制御装置３０は、ステップＳ１７０において、位相上限値θｍａｘを
デフォルト値θ０よりも低トルク側の位相値θｍに設定する。
【００９８】
　続いて、制御装置３０は、ステップＳ２００～Ｓ２２０により、位相上限値θｍａｘに
よる電圧位相θｖのガード処理を実行する。すなわち、ステップＳ２００～Ｓ２２０によ
る制御処理は、図７のガード処理部４４０の機能に対応する。
【００９９】
　制御装置３０は、ステップＳ２００により、ステップＳ１３０で演算されたフィードバ
ック制御量θｆｂを、ステップＳ１５０～Ｓ１８０により設定された位相上限値θｍａｘ
と比較する。
【０１００】
　制御装置３０は、θｆｂ＞θｍａｘのとき（Ｓ２００のＹＥＳ判定時）には、ステップ
Ｓ２２０に処理を進めて、θｖ＝θｍａｘに設定する。一方で、制御装置３０は、θｆｂ
≦θｍａｘのとき（Ｓ２００のＮＯ判定時）には、ステップＳ２１０に処理を進めて、θ
ｖ＝θｆｂに設定する。これにより、電圧位相θｖが位相上限値θｍａｘを超えないよう
に制限される。
【０１０１】
　制御装置３０は、ステップＳ２５０により、ガード処理の結果に従って、最終的な電圧
位相θｖを決定する。上述のように、ステップＳ２００～Ｓ２２０による上限値ガードに
加えて、位相変化上限レートによるガード処理をさらに組み合わせることによって、電圧
位相θｖを決定してもよい。
【０１０２】
　図９には、位相上限値θｍａｘを変化させた際の電圧位相θｖの変化が示される。
　図９を参照して、位相上限値θｍａｘのデフォルト値θ０は、電圧位相の最大値の少し
手前に設定される。一方で、高トルク領域におけるトルク減少指令時には、位相上限値θ
ｍａｘがθｍに変更される。電圧位相θｖ＝θｍにおける出力トルクは、θｖ＝θ０のと
きの出力トルクよりも低い。
【０１０３】
　ここで、フィードバック制御部４３０によるフィードバック制御量θｆｂ＝θ♯に演算
されたものとする。通常時、すなわち、高トルク領域においてトルク指令値が減少してい
るケース以外では、θ♯＜θｍａｘ（θ０）であるので、当該制御周期における電圧位相
θｖは、フィードバック制御量θｆｂ（θ♯）に従って設定される。
【０１０４】
　一方で、高トルク領域でのトルク減少指令時には、θ♯＞θｍａｘ（θｍ）となるので
、ガード処理によって、電圧位相θｖはθｍまで強制的に変化する。これにより、通常時
と比較して、トルク減少方向への電圧位相θｖの変化量を大きくすることができる。この
結果、高トルク領域においてフィードバック制御による位相変化量が不足する場合にも、
電圧位相の変化量を確保することによって、出力トルクを速やかに低下することができる
ので、トルク追従性が向上する。なお、上述のように、θｍを現在のトルク指令値Ｔｑｃ
ｏｍに基づいて設定すれば、トルクが低下し過ぎることを防止できる。
【０１０５】
　なお、位相変化上限レートが設けられている場合には、前回の制御周期からの電圧位相
θｖの変化が、当該上限レートを超えないようにさらに制限して、今回の制御周期におけ
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る電圧位相θｖが決定される。
【０１０６】
　以上説明したように、本実施の形態に従う交流電動機の制御装置による矩形波電圧制御
によれば、電圧位相の変化に対するトルク変化量が小さい高トルク領域におけるトルク減
少時に、通常時よりも電圧位相の変化量を大きくできるので、トルク指令値の変化に対し
てトルク実績値を速やかに変化させることができる。
【０１０７】
　これにより、通常時（高トルク領域におけるトルク減少指令時以外）での制御安定性を
確保するようにフィードバック制御を調整した上で、ガード処理に用いるガード値を変更
するという比較的簡易な制御処理によって、高トルク領域でのトルク減少指令時のトルク
追従性を確保できる。すなわち、全体的な制御安定性を確保した上で、高トルク領域での
トルク減少指令時における制御応答性を高めることが可能な交流電動機制御を実現するこ
とができる。
【０１０８】
　なお、本実施の形態では、ガード処理に用いる位相上限値θｍａｘを変化させる例を説
明したが、これ以外の処理によって、高トルク領域でのトルク減少指令の際の電圧位相の
変化量を大きくしてもよい。たとえば、上述の位相変化上限レートを、高トルク領域での
トルク減少指令の際には通常時よりも高くしてもよい。あるいは、高トルク領域において
、一定量を超えるトルク減少が指示された場合には、電圧位相θｖを所定の一定レートで
強制的に変化させる処理を導入してもよい。これらの処理によっても、フィードバック制
御によって制御された電圧位相を強制的にトルク減少方向に修正することにより、通常時
と比較して、トルク減少方向への電圧位相θｖの変化量を大きくすることができる。この
結果、同等の効果を得ることが可能である。
【０１０９】
　また、本実施の形態では、正トルク出力時の制御について説明したが、負トルク出力時
についても、トルクの絶対値が大きい領域を「高トルク領域」とすることによって、同様
の制御を実現できる点についても確認的に記載する。
【０１１０】
　なお、本実施の形態では、好ましい構成例として、インバータ１４への入力電圧（シス
テム電圧ＶＨ）を可変制御可能なように、電動機制御システムの直流電圧発生部１０♯が
コンバータ１２を含む構成を示したが、直流電圧発生部１０♯は本実施の形態に例示した
構成には限定されない。すなわち、コンバータ１２については、図１に例示した昇圧チョ
ッパ回路とは異なる回路構成を有してもよい。さらに、インバータ入力電圧が可変である
ことは必ずしも不可欠ではなく、直流電源Ｂの出力電圧がそのままインバータ１４へ入力
される構成（たとえば、コンバータ１２の配置を省略した構成）に対しても本発明を適用
可能である。
【０１１１】
　また、電動機制御システムの負荷となる交流電動機についても、本実施の形態では、電
動車両（ハイブリッド自動車、電気自動車等）に車両駆動用として搭載された永久磁石モ
ータを想定したが、それ以外の機器に用いられる任意の交流電動機を負荷とする構成につ
いても、本願発明を適用可能である。
【０１１２】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され
、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図され
る。
【産業上の利用可能性】
【０１１３】
　この発明は、インバータによって矩形波電圧を交流電動機に印加する電動機制御に適用
することができる。
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【符号の説明】
【０１１４】
　５～７　電力線、１０　センサ（直流電源）、１０♯　直流電圧発生部、１１，１３　
電圧センサ、１２　コンバータ、１４　インバータ、１５～１７　各相アーム、２４　電
流センサ、２５　回転角センサ、３０　制御装置、１００　電動機制御システム、４００
　矩形波電圧制御部、４１０　電力演算部、４２０　トルク演算部、４２５　偏差演算部
、４３０　フィードバック制御部、４４０　ガード処理部、４５０　ガード値設定部、４
６０　矩形波発生器、４７０　信号発生部、ＡＮＧ　回転角、Ｂ　直流電源、Ｃ０，Ｃ１
　平滑コンデンサ、Ｄ１～Ｄ８　ダイオード、Ｆｆｆ　フラグ（フィードフォワード制御
）、Ｋｐ，Ｋｉ　フィードバック制御ゲイン、Ｌ１　リアクトル、Ｍ１　交流電動機、Ｐ
ｍｔ　モータ電力、Ｑ１～Ｑ８　電力用半導体スイッチング素子、ＳＲ１，ＳＲ２　シス
テムリレー、Ｔｑ　トルク実績値、ＶＨ　直流電圧（システム電圧）、ＶＬ　直流電圧、
Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗ　各相電圧指令値、ｉｕ，ｉｖ，ｉｗ　モータ電流（相電流）、θｆｂ
　フィードバック制御量、θ０　デフォルト値（位相上限値）、θｍａｘ　位相上限値、
θｍ　変更値（位相上限値）、θｖ　電圧位相。

【図１】 【図２】

【図３】
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